
部分的で
整合性のない

計画制度

対話技術の
不足

現員数で
PI実施量が決定

総合的な
交通計画体系

の再構築

PIの現場での

対話支援
システム

政策立脚型の
国土交通行政

への転換

市民参画型
交通計画づくり

の実現

現状 研究の目標 研究の効果

テーマ１
論理的・手続き的
整合性を高めた

計画体系

テーマ２
地域交通計画・

道路網計画における
新たな市民参画手法

テーマ３
自然言語処理技術と
交渉理論を応用した
対話支援システム

研究テーマ

行政訴訟の
リスク

上位計画の不備
上位計画への

PIの欠如

上位計画への
市民参画手法

「市民参画型道路計画体系の提案と道路網計画における「市民参画型道路計画体系の提案と道路網計画における
対話技術の開発」対話技術の開発」

道路政策の質の向上に資する技術研究開発 政策領域１新たな行政システムの創造 公募タイプⅢ新政策領域創造型

研究代表者：屋井 鉄雄（東京工業大学大学院 総合理工学研究科 教授）



研究テーマ１「論理的・手続的整合性を高めた計画体系」研究テーマ１「論理的・手続的整合性を高めた計画体系」
■欧米の計画体系
各国で長期計画の共有が重要課題

■現状の制度とその問題

■行政訴訟リスクへの対応

長期計画無き、業績評価（短期）

都道府県、都市圏単位の計画と上位の広域計画
の整合性が不明確

●上位計画段階における計画根拠の合理性確保

●司法解決の道を確保しつつ、上位計画段階で市民が、
計画プロセス要件を確認できる仕組み

日常オペレーション
の効率化

長期ビジョン・
計画の方向性

の共有化

マネジメント行政 ダイレクション行政

（マネージャーの業務） （ダイレクターの業務）

日常オペレーション
の効率化

長期ビジョン・
計画の方向性

の共有化

マネジメント行政 ダイレクション行政

（マネージャーの業務） （ダイレクターの業務）

行政の２つの役割をバランス良く遂行

業績評価に、長期計画・ビジョンを明記して
いる県は１７県に過ぎない!

●事前の計画過程の手続きの不適切さが問題視される傾向
●単独路線の問題ではなく、ネットワークでの対策や、総合

交通としての対策が求められる傾向

●道路行政に関わる司法解決の機会が広がり、道路行政
訴訟のリスクは高まる傾向
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大都市圏整備計画
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市町村マスタープラン

都道府県・都市圏の
空間計画

広域生活圏（30万人）計画
二層の広域圏

社会資本整備重点計画
【５か年】　（全国施設計画）
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【５か年】　（地方整備局施設計画）

都道府県・都市圏の
施設整備計画【短期】
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将来道路網計画
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用整理関係

国土利用・空間計画（施設）の体系 社会資本整備計画の体系

分断
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将来道路網計画

（国・国土計画局）

（国・都道府県、市町村）
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（都道府県、市町村、国）
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任意計画
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分断



長期道路網計画と短期業績計画（戦略計画）の融合型計
画プロセスを提案

■新たな計画体系の提案■新たな計画体系の提案

◆道路種別の計画体系と策定主体
●全国NW，広域NWの一部

⇒県が計画策定、国で承認・支援、
あるいは国が計画を策定、地域で合意

●地域ネットワーク(県内）
⇒地域（複数市町村の連合体）が計画を策定、
国が承認・支援

◆対象とする道路網
●新設道路

●維持・改修を含む全路線

●「長期（道路網パフォーマ
ンス維持改善）計画」

◆対象計画期間
●２０年間
●５年ごとに更新
●数年ごとのチェック

地域高規格道路を含む地域高規格道路を含む 地域交通計画の地域交通計画のイメージイメージ

研究テーマ１「論理的・手続的整合性を高めた計画体系」（つづき）研究テーマ１「論理的・手続的整合性を高めた計画体系」（つづき）

◆短期計画の定着
NPM（ニューパブリックマネジメント）の考え方に基づく “業務遂行の効率化”のため、短期の業績計画・評価が定着

◆長期計画の必要性
長期の目標（アウトカム）と、あるべき姿（空間計画）を示し、地域ビジョンを共有することが重要

◆長期／短期の融合
短期計画と長期計画の融合による実現プロセス両者をPDCAサイクルとして体系化

◆計画・事業承認のための要件
●PI実施の要求
●地域の負担の明示(地域）

●計画の合理性の判断（国と地域）
●地域NWでは計画策定主体を工夫し，自主的

な広域調整の取り組みを評価
●総合交通計画における道路の位置づけの明記

を評価



◆上位計画段階のPIの必要性
●個別計画の拠り所となる上位・広域計画にこそＰＩ導

入が必要
●抽象的な計画には、市民の関心が低い

◆PIに求められること
●抽象的な計画に対し、市民の関心を高めること
●対象が広範囲。多数で多様な意見を収集
●収集した意見を効率的に分類・整理すること

研究テーマ２「地域交通計画・道路網計画における新たな市民参画手法」研究テーマ２「地域交通計画・道路網計画における新たな市民参画手法」
■欧米のPI動向

マンパワーだけに頼らないコミュニケーション手法が必要

●大量な意見処理の負担

●アンケート結果からの
真のニーズ把握

⇒意見の自動分類を可能にする
「市民ニーズ分析システム」

⇒ニーズを確認しながら意見を収集
する 「対話型アンケートシステム」

上流段階の計画について、シナリオ
を示すことによって、計画への理解
と当事者意識を高める工夫がされ
ている

誠実性

階層 1

階層 2

階層 4

階層 3

計画確定行為の正当性

計画自体
の正当性

計画手続きの正当性

合法性

客観性

公正性（一律性）

手続き妥当性

手続き
合理性

手続･情報
の透明性

意見反映
の納得性対話機会

の充分性
説明内容
の説得性

手段合理性
（科学・技術的合理性）

目的合理性

計画確定行為の正当性を構成する概念体系
屋井(2005)
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階層 2階層 2
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意見反映
の納得性対話機会

の充分性
説明内容
の説得性

手段合理性
（科学・技術的合理性）

目的合理性

計画確定行為の正当性を構成する概念体系
屋井(2005)

PIの要件

Sacramentoのシナリオプランニングの例

PIに求められる要件を理論的、体系的に整理

■上位計画段階のPIに求められる要件

コミュニケーターによる

対話の質のばらつき

理想的なコミュニケーション

しかし、広域、長期計画では
利害関係者が多数多岐に…..

コミュニケーション場面への

アクセシビリティの限界

対面型・直接対話

大量意見への対応

自然言語処理技術とファシリテーション手法の応用

アクセシビリティ
の拡大

意見の収集

意見の分類・分析

問題点 目標 効果

ニーズ確認による

意見の定質化

多様な意見の概観

対話型アンケート
システム

対話型アンケート
システム

市民ニーズ
分析システム

市民ニーズ
分析システム

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支
援
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
構
築

コミュニケーターによる

対話の質のばらつき

理想的なコミュニケーション

しかし、広域、長期計画では
利害関係者が多数多岐に…..

コミュニケーション場面への

アクセシビリティの限界

対面型・直接対話

大量意見への対応

自然言語処理技術とファシリテーション手法の応用

アクセシビリティ
の拡大

意見の収集

意見の分類・分析

問題点 目標 効果

ニーズ確認による

意見の定質化

多様な意見の概観

対話型アンケート
システム

対話型アンケート
システム

市民ニーズ
分析システム

市民ニーズ
分析システム

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支
援
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
構
築

【研究テーマ３】「自然言語処理技術とファシリテー
ション手法を応用した対話支援システム」


